
あ
な
た
の
家
は
、
大
丈
夫
で
す
か
。

耐
震
診
断
と
改
修
工
事
を
補
助
し
ま
す

付
順
に
審
査
し
、
実
施
対
象
者
を

決
定

▼
耐
震
診
断
士
を
派
遣
し
ま
す

募
集
件
数
＝
５
件
程
度

費
用
＝
耐
震
診
断
費
は
無
料
。
た

だ
し
、
診
断
技
術
者
の
交
通
費
と

し
て
１
０
０
０
円
。
資
料
（
平
面

図
）
が
な
い
人
は
、
図
面
作
成
料

と
し
て
実
費
（
９
０
０
０
円
程

度
）
を
負
担
。

申
し
込
み
＝
４
月
25
日
（
木
）
午

前
10
時
か
ら
９
月
30
日
（
月
）
午

後
３
時
ま
で
に
、
申
請
書
類
を
直

接
、
建
築
指
導
課
（
市
役
所
４

階
）
へ
。

▼�

住
宅
の
耐
震
化
に
向
け
た
改
修

費
な
ど
を
補
助
し
ま
す

対
象
住
宅
⑵
＝
対
象
住
宅
⑴
を
満

た
し
、
耐
震
診
断
の
結
果
、
上
部

構
造
評
点
が
１
・
０
未
満
の
住
宅

対
象
工
事
・
補
助
額
＝
下
の
表
の

と
お
り

募
集
件
数
＝
対
象
工
事
①
～
④
の

合
計
額
で
、
予
算
の
範
囲
内

申
し
込
み
＝
４
月
25
日
（
木
）
午

前
10
時
か
ら
９
月
30
日
（
月
）
午

後
３
時
ま
で
に
、
申
請
書
類
を
直

接
、
建
築
指
導
課
へ
。

耐震改修工事 補助額

① 耐震補強工事 上部構造評点 1.0 以上になるための耐震補強工事および工事監
理に要する費用の２分の１以内で、上限 100万円

② 簡易耐震改修工事 地上２階建ての住宅で、１階の上部構造評点が 1.0 以上となる
ものなどの工事と工事監理費用の２分の１以内で、上限 50万円

③ 耐震補強工事（従前改修） ②の簡易耐震改修工事から引き続き行う耐震補強に伴う工事と
工事監理に要する費用の２分の１以内で、すでに交付された補
助額と①の上限額の差額※②の工事と重複する部分を除く

④ 耐震シェルター等設置工事 住宅内に耐震シェルターなどを設置する工事費用の２分の１以
内で、上限 60万円

問
い
合
わ
せ
＝
建
築
指
導
課
建
築
指
導
係
（
☎
内
線
６
７
２
）

　地震などで倒壊するおそれのあるブロック塀などの撤去を促進
するため、撤去費用の一部を補助します。
対象＝次の全てを満たす塀
①�ひび割れ、破損および傾斜している、または建築基準法に適合
していない
②コンクリートブロック造、石造、れんが造など
③�避難路に面して長さが３メートル以上、高さが1メートル以上
※避難路については各種条件あり
対象者＝塀の所有者などで、市税を滞納していない人
補助額＝対象工事費の３分の２で、上限８万円※塀の長さ１メー
トルあたり上限１万円
募集件数＝５件程度（予算の範囲内、先着順）
申し込み＝４月22日（月）から11月29日（金）までに、申請書
と必要書類を直接、建築指導課（市役所４階、☎内線679）へ。

危険な塀の撤去費用
を補助します

ひび割れ、破損および傾斜
しているもの、または建築
基準法に適合していない塀

コンクリートブロック造、
石造、れんが造などの塀

高
さ
１
メ
ー
ト
ル
以
上

避難
路に
面し
て長
さが

３メ
ート
ル以
上

　
平
成
23
年
の
東
日
本
大
震
災
、

平
成
28
年
の
熊
本
地
震
そ
し
て
令

和
６
年
の
能
登
半
島
地
震
に
お
い

て
も
、
木
造
住
宅
に
大
き
な
被
害

が
出
て
い
ま
す
。
地
震
で
の
被
害

の
多
く
は
、
建
物
の
倒
壊
に
よ
る

圧
死
が
原
因
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
昭
和
56
年
５
月
の
建
築
基
準
法

改
正
以
前
に
着
工
さ
れ
た
木
造
住

宅
は
、
耐
震
性
が
不
足
し
て
い
る

可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

　
大
切
な
命
を
守
る
た
め
に
も
、

耐
震
診
断
・
耐
震
改
修
を
進
め
ま

し
ょ
う
。

耐
震
診
断
と
改
修
工
事

　
一
戸
建
て
の
住
宅
（
空
き
家
、

貸
家
を
除
く
）
の
耐
震
化
の
た
め
、

耐
震
診
断
の
結
果
に
応
じ
て
改
修

費
な
ど
を
補
助
し
ま
す
。

対
象
住
宅
⑴
＝
昭
和
56
年
５
月
31

日
以
前
に
着
工
し
た
、
木
造
在
来

軸
組
み
工
法
で
地
上
２
階
建
て
以

下
の
、
個
人
が
所
有
す
る
住
宅

（
併
用
住
宅
は
住
宅
部
分
の
床
面

積
が
２
分
の
１
以
上
の
も
の
）

対
象
者
＝
対
象
住
宅
に
居
住
す
る
、

市
税
を
滞
納
し
て
い
な
い
人
※
受

11. 住み続けられるまちづくりを 広報きりゅう令和６年４月号 8




